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0.はじめに
規模の小さい地域紙『常陽新聞』に着目する理由
は，①地域住民の重大事である「住民投票」に関し
て，全国紙や県紙を凌ぐ報道を展開し「地域ジャー
ナリズム」の一つのあり方を示したこと，②新聞ビ
ジネスの新たな可能性を模索していること，③「地
域ジャーナリズム」の実践と新聞ビジネスの展開が，
密接に連関していることを示していること，である。
2015年8月，茨城県つくば市では，市が提出し
た総合運動公園計画への賛否を問う住民投票が実施
された。地域紙『常陽新聞』は住民投票を，全国紙
や県紙より手厚く報道した。地方紙には「赤ちゃん
が産まれたとか，桜が咲いたとか，そんな記事ばか
り」というステレオタイプのイメージがついて回る
が，『常陽新聞』の報道活動はそうした地方紙の負
のイメージを払拭する（1）。
本研究の目的は，茨城県つくば市と土浦市を拠点
に発行されている地域紙『常陽新聞』のニュース制
作過程と経営方針について，「送り手研究」として
のヒアリング調査から，「地域ジャーナリズム」の
実践を整理し，地域紙ビジネスの可能性を浮かび上
がらせることにある。
本稿ではまず，地域紙『常陽新聞』を巡る諸状況
を記述する。その後，『常陽新聞』デスク松本裕樹
氏へのインタビューから，ニュース制作過程，具体
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的には，「取材体制」，「取材編集過程」，「ニュース
価値」に関する『常陽新聞』の状況を明らかにす
る（2）。さらに，主に常陽新聞社社長楜澤悟氏へ
のインタビューを基に，地域紙ビジネスの現状と可
能性を描く。
本研究の特徴として，新聞社の経営者と編集責任
者に対し，ほぼ同時期にインタビューを行い，新聞
社の活動を総体的に分析する点が挙げられる。稿末
にインタビュー記録を添える。
1.『常陽新聞』の現状
（1）媒体概要
現在の常陽新聞株式会社の設立は，2013年11月
29日で，資本金は資本準備金含む1,980万円であ
る。かつてソフトバンクやYahoo!JAPANにも関
わり，ファンドビジネスを展開する「ユナイテッド
ベンチャーズ株式会社」で社長を務める楜澤悟氏が，
2013年 8月 31日付紙面発行をもって廃刊した旧
「常陽新聞」の題号と社員を引き継ぎ，新会社を設
立した。社員は約20名で，その他に特約記者を抱
える（3）。
『常陽新聞』は，土浦市，つくば市を中心とした
茨城県南の15市町村で展開される「地域紙」であ
る 図1。『常陽新聞』の媒体特徴として，紙面印
刷を毎日新聞社に委託していること，そして各家庭
への宅配も毎日新聞販売店に委託していることが挙
げられる。新聞企業としての下部構造を委託して自
身が身軽になることによって，新聞産業への新規参
入が可能となった。
『常陽新聞』は日曜日と新聞休刊日を除く週6日
朝刊が発行され，判型はタブロイド判である。2015
年12月の紙面改訂により，12頁建てから基本8頁
建てとなった。料金は一部売りが税込100円，月額
購読料は，電子版がセットされて 2,080円（税込
2,246円），新聞単体では1,500円（税込1,620円）で
ある。
（2）発行部数，シェア比較
日本の新聞界は，『読売新聞』の 936万 8,504
部（4）を筆頭に，全国紙が世界有数の発行部数を誇
り，全国レベルでは圧倒的なシェアを占めている。
しかし全国紙が日本各地で等しく普及しているので
はなく，しばしば「東京紙」と呼ばれるように，そ
の普及が首都圏や関西圏をはじめとする都市部に偏
っている（清水 2010）。
つくば市における新聞のシェアは，『常陽新聞』
は公称部数を基にすれば6.73％である。県紙『茨
城新聞』は6.27％，『東京新聞』が1.99％となって
おり，全国紙では『読売新聞』が33.77％，次いで
『朝日新聞』24.16％，『毎日新聞』15.89％，『日経
新聞』7.58％，『産経新聞』3.61％となっている
表1，図2。
全国紙の高いシェアの様子は，つくば市が首都圏
近郊の典型的な市場構造下にあること，そして，県
紙『茨城新聞』のシェアも低く，規模の小さい県紙
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図1『常陽新聞』の展開地域のプロフィール
出典常陽新聞HP:http:/joyonews.jp/cms/wp-content
/uploads/2014/06/area.jpg 筆者が加工
人口 1,060,579人
（うち，つくば市:219,890人
土浦市:142,241人）
世帯数 410,644世帯
（うち，つくば市:91,624世帯
土浦市:58,476世帯）
年代別人口構成比
世帯形態別構成比
や地域紙の存続が厳しいことを物語っている。
旧常陽新聞が2013年（平成25年）8月31日付朝
刊をもって廃刊した遠因の一つに，こうした首都圏
近郊の市場構造がある。過去には，茨城県水戸市を
中心に発行されていた『新いばらき』が，2003年4
月18日付をもって廃刊した例がある（5）。
（3）『常陽新聞』の紙面構成
例えば，全国紙『読売新聞』や『朝日新聞』は，
基本32頁建てで発行され，全国レベルに及ばない
茨城県に関するニュースが扱われるのは茨城県版
茨城首都圏版である。県紙『茨城新聞』は朝刊単独
紙で，基本24頁建てである。
他方『常陽新聞』は，新創刊以降12頁建てで発
行されていたが，2015年12月の紙面刷新により，
『毎日新聞』から配信を受けていた全国ニュースや，
地元ラジオ局以外のラジオテレビ欄を廃止して，
8頁建てにし，料金も値下げした。『常陽新聞』の
第1面はいわゆる総合面，第2面は「つくば市TX
沿線版」，第3面は「土浦常磐沿線版」である。第4
～第6面は連載企画面，第7面はスポーツ面，最
終第8面は，社会面および連載の「ひと」欄である。
（4）新聞読者の地方紙に対する評価
一般的に地方紙に対するステレオタイプ的なイメ
ージは，イベント情報，歳時記，訃報，新生児誕生
記事など，卑下するものが多い（清水 2010）。
アンケート調査結果（6）に表れる地方紙に関する
イメージにもそうした評価は表れ，地方紙は圧倒的
に全国紙より「親しみがある」とされるものの，
「地域に貢献している」かどうかの評価は，もちろ
ん全国紙より高いが，実はそれほど高くはない。い
わゆるジャーナリズム機関としての地方紙の影響力
と信頼性は，全国紙の評価をかなり下回る（7）。地
方紙は，地域の課題に切り込むいわゆるハードニ
ュースの報道について，物足りない機関とされてい
るのである。
2.『常陽新聞』へのインタビューから
（1）組織構造編集体制支局
2013年11月29日設立の常陽新聞社は，総勢20
名強の小さな組織である。大手新聞社のように，編
集営業を厳格に区別している訳ではなく，業務を
臨機応変に社員相互で協力する。
編集製作局には整理制作部担当および記者8名
がおり，デスク2名が紙面作りを統括する。フル
タイムの記者が8名。デスク2名，整理制作が5
名である。これに記事毎に契約を結ぶ特約記者が加
わる。特約記者はつくば市など現地在住の主婦が多い。
2015年8月に行われた，つくば市総合運動公園
計画への賛否に関する住民投票に際して『常陽新聞』
は，厚い取材報道体制を組み，特約を含めると，の
べ11名の記者が取材に関わった。特約記者には，
元全国紙記者，元地方紙記者のキャリアを有する記
者がいるほか，市民記者的な取材経験の少ない記者
もいる。特約記者には，つくば市在住の女性主婦
が多い。特約記者は市民感覚の当事者意識を持ち，
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表1 つくば市における新聞発行部数とシェア（2015年4月時点）
常陽新聞 茨城新聞 読売新聞 朝日新聞 毎日新聞 産経新聞 日経新聞 東京新聞 合計
発行部数 4,000 3,731 20,083 14,371 9,450 2,149 4,506 1,184 59,474
シェア 6.73％ 6.27％ 33.77％ 24.16％ 15.89％ 3.61％ 7.58％ 1.99％ 100.00％
出典常陽新聞の発行部数は公称。その他は日本ABC協会（2015）
図2 つくば市における新聞シェア
出典常陽新聞の発行部数は公称。その他は日
本ABC協会（2015）
その特性が住民投票報道に生かされた。
新聞拡販と広告営業企画を担う販売営業局では，
電子版も担当する。正社員と業務委託を含めて6名
で構成される。総務経理を扱う経営企画担当は正
社員2人で構成する。
『常陽新聞』は，2015年12月の紙面刷新まで，
全国ニュース，県庁所在地水戸関連ニュースは毎
日新聞から配信を受け，1頁を充てて掲載していた。
紙面刷新後はより地域への特化を進め全国ニュース
の掲載を止めている。
『常陽新聞』はつくば市，土浦市，取手市，竜ヶ
崎市などの市政記者クラブに加盟し記者を常駐させ
ている。県政記者クラブには加盟していないが，県
庁は記者クラブ以外にも情報提供をしているので情
報入手は可能となっている。県警記者クラブには加
盟していないが，FAXによる情報提供を受けている。
紙面の降版時刻は20時が目処となっている。住
民投票に関する市民への説明懇談会が夜間に行われ
た際，住民投票の開票など，翌日紙面への記事化が
適わないケースもある。しかし，ニュースは必要に
応じてネットファーストで電子版に掲載されるほ
か，翌々日の詳細な報道でカバーされる。従来の新
聞観では切り離せない速報機能に関し，当初『常陽
新聞』社内で議論はあったものの，現在は深刻な問
題とは感じられていない。
（2）記者クラブ加盟と編集倫理綱領
新聞社にとって，記者クラブ加盟と倫理綱領は，
編集上の問題にとどまらない。一般的に記者クラブ
加盟は，報道機関として不可欠な，市政警察情報
など，一般には入手しづらい情報を，効率的に入手
するための近道であるし，記者クラブ加盟によって
得られる取材上ネットワーク上の利点は，特権
利権という意味を離れて，計り知れない。
メディア業界に新規に参入するものにとって，記
者クラブ加盟が高い障壁となっていたことは，国外
でも懸念され，欧州連合駐日欧州委員会代表部が，
2002年10月と翌2003年10月に，日本政府に対し
て提出した「日本の規制改革に関するEU優先提案」
に，日本の記者クラブ制度の廃止が盛り込まれたこ
とに表れている（8）。
国内では，例えば北海道小市で活動するインタ
ーネット組織『小ジャーナル』が，インターネッ
トだけで活動するメディアとしては初めて，市政記
者クラブへの加盟が認められた（清水 2006）。
『小ジャーナル』の例で，既存記者クラブ加盟
社による総会は，記者クラブ加盟に足る報道機関で
あることを示す基準として，①日本新聞協会に加盟
しているか，②これまでに他の記者クラブに加盟し
た実績があるか，③編集倫理綱領を備えているか，
④クラブに常駐し記者クラブの幹事社を務めること
ができるか，を提示した。
新規参入を目指す『小ジャーナル』には当然①
の要件は満たしえない。しかし②については偶々，
グループ企業の『市川ジャーナル』が千葉県市川市
の第二記者クラブに加盟していた。③については，
クラブからの要求に応えて編集倫理綱領を作成し，
④については，記者クラブへの常駐と幹事社任務の
遂行を誓約した。以上の経緯を経て，小市政記者
クラブへの加盟を承認された。
記者クラブへの加盟が承認された『小ジャーナ
ル』は，小市政による発表記事に限定すると，地
方紙『北海道新聞』や全国紙小地域版に色ない
報道をすることが可能となったばかりか，インター
ネットメディアの特性を生かし，地域ニュースの
速報としては全国紙をも凌駕してしまった。
『常陽新聞』の場合，旧常陽新聞の廃刊により，
楜澤社長が題号を買い取って新たに設立した新聞社
であり，記者クラブへの加盟資格は，一度喪失して
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図3 常陽新聞社組織図
（楜澤氏へのインタビューより清水作成）
いた。『常陽新聞』は創刊後，つくば市政記者会を
はじめとして，土浦市，竜ヶ崎市，取手市，石岡市
などの記者クラブに加盟した。
つくば市政記者会への加盟にあたっては，ある社
が反対し，記者会が議決の全会一致原則を3分の2
以上の賛成多数による可決に変更することで，『常
陽新聞』の記者クラブ加盟が承認された。『常陽新
聞』の記者クラブに反対した社も，議決規則の変更
には反対せず，その後の賛否表明で賛成が3分の2
を上回った。
一般的に，地方自治体の記者クラブへの新規加盟
では，競合することになる県紙が反対することがあ
る。県紙『茨城新聞』は『新いばらき』の記者クラ
ブ加盟に反対したことがあったが，この度の『常陽
新聞』の場合はそういうことではなかった。常陽新
聞は市政記者クラブで幹事も務めている。
いわば報道機関としての資格を問われる記者クラ
ブへの加盟について，『常陽新聞』松本裕樹デスク
は個人的見解として，記者クラブに依存する取材報
道の欠点を挙げている。そして，記者クラブへの加
盟は便利だが，地方自治体の広報体制も整ってきて
おり，地域紙が必ずしも記者クラブに加盟する必要
はないと考えている。
なお，常陽新聞社は社としての編集綱領は作成し
ていない。『常陽新聞』は旧常陽新聞の倫理綱領を
継承した訳ではなく，一般社団法人日本新聞協会に
よる「新聞倫理綱領」を参照することで，ジャーナ
リズム実践の倫理基準としている。
（3）ニュース価値の捉え方
地方紙において，「地域性」あるいは「地域密着
とは何か」については，解の出ない問いである。そ
うした問いは，職業実践としては，「客観報道」そ
して客観報道と異なる地域でのバランス（不偏不党）
の戸惑いとして表れる。茨城新聞調査において，紙
面を全国国際的ニュースも含む総合的なものにす
べきか，あるいは地域ニュースを中心とすべきかに
ついて，『茨城新聞』編集部内に様々な意見が存在
し，「県民の視点から」「県益を重視する」という地
方紙としての基本方針と，不偏性客観性との均衡
をいかにはかるかが大きな問題となっていることが
明らかとなっている（大石ほか 2003:84）。
『常陽新聞』についても同様に，どのようなニュー
スを掲載するか，そのためにどのような取材をする
かというニュース価値について，社内で様々な議論
がされている。もっとも端的に表れているのが，つ
くば市総合運動公園計画を巡る住民投票報道である。
住民投票に関して最も手厚い報道活動をした『常
陽新聞』であるが，その初動は早かった訳ではない
（清水 2016）。運動公園計画に関しては，まず社内で
議論があった。住民投票が選挙絡みの動きなので，
それほど取り上げる必要はないという意見があった
一方で，つくば市在住の当事者意識を持つ特約記者
は市民感覚で総合運動公園計画を疑問視した。賛否
バランスをとった報道を楜澤社長が提唱し，住民投
票の手厚い報道が開始されることとなった。
また，各地区で行われる住民投票条例成立後の市
主催住民懇談会（説明会）について，懇談会の取材
は最初と最後だけで良いという声もあった中で，松
本裕樹デスクがその全てを取材するとの主張をし，
特約記者も総動員して取材することとなった。この
報道傾向は，地域ジャーナリズムを実践する『常陽
新聞』の特徴であり，他紙との違いを際立たせてい
る（清水 2016）。
『常陽新聞』編集部内の，住民投票を政局絡みと
価値づける認識は，『読売新聞』による報道内容と
似ている。また，懇談会の最初と最後だけ取材する
という認識は，『読売新聞』『朝日新聞』『茨城新聞』
による報道傾向に近い。言い換えれば，住民投票を
巡るニュース価値の議論は，従来型の記者クラブに
依拠する取材報道に基づく新聞観と，市民としての
当事者意識を通じた取材報道を目指す地域ジャーナ
リズムへの意識，との相克の局面だったと言える。
結局『常陽新聞』は，『読売新聞』『朝日新聞』『茨
城新聞』とは異なる傾向で，且つ三紙を凌ぐ量の報
道を行った（清水 2016）。
（4）地域紙の新聞ビジネス戦略
IT業界出身の楜澤社長が地域新聞事業に参入し
た際には，新しいビジネス展開にその手腕が期待さ
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れる一方で，短期利益を指向するファンドビジネ
スも手がける異業種オーナーに，地域メディアを長
期にわたって支えられるのかという疑問も呈された
（山田 2014）。
創刊時には目標を1万部としていた『常陽新聞』
だが，創刊から2年経ち公称発行部数は4,000部で
ある。題号を継承したとは言え，廃刊に接した読者
は既に他紙に購読を切り替えた人がほとんどで，常
陽新聞は併読紙の位置づけとなった。拡張営業は大
変難しく，電子版，スマートフォン版の読者増加が
期待されている状況にある。
『常陽新聞』は長野県松本市を基盤に発行部数を
増やし続ける『市民タイムス』を成功例として参照
しており，紙面では，街の課題を多面的に取り上げ
る報道活動の充実に取り組んでいる。つくば市は，
古い地縁や血縁に頼らないコミュニティを新しく作
り直すタイミングにあり，本紙だけでなく，ネット，
電子版，スマホ版に注力することで地域メディアの
発展の可能性を見ている。
さらに，電子版の特性を生かし，同一社の発行し
ている新聞で，例えば『つくば新聞（仮）』あるい
は『土浦新聞（仮）』のように，地域によって版を
細かく分ける可能性も思考している。こうした展開
は，新潟県上越市で発行されている地域紙『上越タ
イムス』が，糸魚川地域版の題号を『糸魚川タイム
ス』として，糸魚川関連の記事を一面に載せている
先行例がある。
販売部数と広告単価は，大まかに言えば，比例す
る。拡張営業が伸び悩む中では『常陽新聞』の広告
営業も楽観視できる状況ではない。販売収入と広告
収入は，新聞事業の二つの柱とされ，どちらも右肩
下がりなのは，新聞業界全体に共通する傾向である。
新聞界では「第三の柱」を見いだすことが喫緊の課
題となっている。
『常陽新聞』では，IT業界を経験した楜澤社長指
揮の下，「新聞」という固定観念からの脱却を目指
している。販売部数の拡張と，広告収入という二つ
の柱の呪縛から解放されること，紙の新聞を毎日発
行するという固定観念から離れること，である。
「新聞」概念を，地域社会の情報のハブとなる「機
能」の面から捉えようとしている。そしてその機能
には「地域ジャーナリズム」の実践が不可欠な要素
として核心に組み込まれる。地域ジャーナリズムの
実践を通して得られる地域社会からの信頼によって，
新たなビジネスモデルを展開する萌芽的状況にある。
ジャーナリズム機能を支えるためのビジネスモデ
ルの可能性は様々にある。地域メディアの役割を突
き詰めるところにビジネスチャンスがあり，紙かネ
ットか，有料か無料かという分類は二の次となる。
より象徴的に言えば，新聞発行による直接的収益が
グループの主事業でなくなるという形態も視野に入
ってくる。翻って，そうした事業展開を支えるのは，
いかに地域から信頼されるジャーナリズムを実践し
ているか，である。
3.むすびにかえて
『常陽新聞』の経営者および現場編集者への聞き
取りから明らかになった点を，現時点で要約すると
以下になる。
①住民投票報道の舞台裏では，ニュース価値判断
に関して，「従来型新聞観」と新しい「地域ジ
ャーナリズム」の相克が見られた。
②住民投票報道には，プロフェッショナルな常勤
記者よりもむしろ，市民感覚の当事者意識を持
つ，つくば市在住の特約記者の活躍が大きく寄
与した。そして特約記者は女性が多い。
③住民投票という，地域紙としては最大でデリケ
ートな報道の過程において，報道の質を確保し
たのは，新たな「地域ジャーナリズム」の実践
を志向する経営者が明確な方向を打ち出したこ
とと，同様の意識とプロフェッショナルなキャ
リアを併せ持つデスクが，特約記者の取材を緩
やかに統括したことにあった。
④経営面で販売広告収入に固執した新聞観から
の解放が目指され，合わせて，編集面で，記者
クラブ依存型の取材報道観からの解放が目指さ
れている。すなわち，新たな新聞ビジネス展開
の中核に，「地域ジャーナリズム」の実践が据
えられている。
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こうした展開は，既述のような首都圏近郊の厳し
い新聞環境だからこそ生まれた機運とも言える。ま
た，大企業となった県紙や全国紙では試みることの
不可能な，小規模組織だからこそ可能な社会実験で
あるとも言える。
今回実施したインタビューは新聞ビジネスの将来
像を探究する上で極めて重要な価値を有する。本稿
末に添えたインタビュー記録はさらに多くの点の考
察に活用できるだろう。『常陽新聞』の読者調査や
常陽新聞によるビジネストライアルの成果を加味
して更なる考察を深めることを，後続研究の課題と
する。
付 記
本稿は，昭和女子大学現代ビジネス研究所プロジェク
トによる研究成果の一部である。本稿の執筆分担箇所は，
清水（はじめに，1章，2章2節4節，むすびにかえて），
鈴木（2章1節3節）である。
注
（1） 住民投票に関する『常陽新聞』の報道内容分析に
ついては清水（2016）を参照。
（2） ニュース制作過程に関する学術的な調査は少なく，
本稿では，大石ほか（2003）に依拠した。
（3） 以下本稿では，2013年に廃刊した常陽新聞を，
「旧常陽新聞」と表記する。また楜澤社長の下で
2013年11月に新創刊した常陽新聞を，報道活動
に重点を置く場合には「『常陽新聞』」と，あるい
は，企業としての活動に重点を置く場合には「常
陽新聞」と表記する。
（4） 日本ABC協会（2015）による。
（5） 参照記事朝日新聞（2013）および（2003）など
を参照。
（6） アンケートの詳細は電通総研編（1998:30）など
を参照。
（7） 地方紙一般ではなく，『常陽新聞』そのものに対す
る読者からの評価については，読者調査を実施予
定である。
（8） EUの優先提案は，①外国報道機関特派員に発行
されている外務省記者証を，日本の公的機関が主
催する報道行事への参加認可証として認め，国内
記者と平等の立場でのアクセスを可能にすること，
②記者クラブ制度を廃止することにより，情報の
自由貿易にかかわる制限を取り除くこと，であっ
た（欧州連合駐日欧州委員会代表部 2003）。
インタビュー
常陽新聞社社長 楜澤悟氏（取材日:2015年11月10日）
常陽新聞編集部デスク 松本裕樹氏（取材日:2015年11
月26日）
謝 辞
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資料1
常陽新聞 楜澤悟社長へのインタビュー
（インタビュー実施日:2015年11月10日 聞き手:清水 真）
常陽新聞社の組織構造
2013年11月29日の設立で，まだ社歴も短く流動的でもあるので，組織は厳格にせずフラットに考えている。
20名強の小さな組織なので，編集営業の区別を大会社ほど明確につける必要はない。
まず，①編集製作局 整理製作部，記者デスク。統括デスクが紙面作りの責任を負う。電子版の運用は整
理制作部門が行っている。フルタイムの記者が8名。デスク2名，整理制作が5名である。次に，②新聞拡
販と広告営業企画を担う販売営業局。正社員と業務委託を含めて6名。さらに，③経営企画は総務経理を正社
員2人でやっている。
採用社員募集に大金をかけることはできないが，紙面に募集広告を載せたり，webに載せたりして，継続的
に募集している。記者に関して言えば，興味のある人は向こうから応募してくる。営業の人員が不足している。
『常陽新聞』の取材態勢
常陽新聞の全員がフルタイムの記者ではない。記事単位で書いてもらう「特約記者」がある。運動公園をめぐ
る住民投票に際しては，大きなテーマだったということもあり，特約記者を含めて，厚い体制を組み手分けして
報道した。特約記者を含めると，のべ11名の記者が取材に関わった。
主に連載を担当した記者は，旧常陽新聞の記者ではなく，かつてJICAに勤務し2～3年アフリカに行き，帰
国して常陽新聞に入った。また，デスクの一人である松本裕樹は，かつて茨城新聞の記者をしていた。デスク業
務は取材に出ることは滅多にない。
新聞製作体制
全国ニュースは毎日新聞から配信を受け，1頁を充てて掲載している。
つくば市，土浦市，取手市，竜ヶ崎市の市政記者クラブに加盟し記者を常駐させている。県政は記者を常駐さ
せる余力がなくクラブに入っていないが，県庁は記者クラブ以外にも情報提供をしているのでフォローしている。
この時代にメール送付でもFAX配信でもなく，県庁内のボックスにプレスリリースを取りに行かねばならな
い。県警記者クラブには加盟していない。
印刷が外注なので降版時刻も少し早い。新聞ビジネスに携わるようになって初めて知ったが，他紙も茨城につ
いては，日付が変わる前くらいに印刷を終え，トラックが出ているようだ。そのトラックに載せてもらっている
ので，『常陽新聞』はさらに降版が早い。
最初は降版時刻が早く記者が戸惑っていたが，今では社のリズムとしてずいぶん慣れた。「明日に回せば良い
だろう」と。
編集と営業の境界
地域紙である『常陽新聞』で取り上げるニュースは基本的に地元ニュースであり，編集も営業も地元に住む社
員が多い。編集営業とも日常の付き合いで関係性が生まれてくる。そうした環境では，編集と営業が綺麗に分
かれるものでもない。
営業活動で市内を回っている中で，イベントを紹介され取材を依頼されるケースがある。その全てを取材する
訳ではないが，現地に行き取材をして記事にするということはよく起きる。
長く地域で活動していると，地域での継続的な付き合いの中で，地域の事情をつかむことができる。ニュース
はそういった所から出てきたりする。社長である私自身に関しても，ニュースの呼びかけはくる。
広告と記事を識別するのは当然だが，地域紙とはそういうものだろう。
経営権と編集の分離
『常陽新聞』の題号を取得し新会社を設立するにあたり，旧常陽新聞の社員も引き継いだ。その際には，異業
種の人間が，新聞界に参入してきたという評判が立った。米国でアマゾン創業者のジェフベソスがワシントン
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ポストを買収したのとオーバーラップさせているように見える。
継承にあたり，編集権について，大きな問題はなかったと記憶している。最初から今に至るまで，社長の私は
編集長に就いたことはない。現在は二人制の統括デスクが編集長役を担っている。
編集権と経営権については，社長である私が記事の枝葉末節まで言い始めると，全て自分でやらなければなら
なくなってしまう。記事各々については，基本的に口は出さない。事後的に，「この記事は魅力に欠ける」「別の
切り方があったのでは？」「この見出しは適切だったか？」など，社内グループウェア上や月2回程度開催する
全体会議で意見したりする。
地域の課題を取り上げるメディアの場合，外部との関係で，経営責任と編集責任を分けておくのは大事かもし
れない。内部的な責任はデスクが負うが，外部に対する責任は一義的に社長が負う。
編集綱領について 新聞社が新聞社たる根拠
新聞が新聞たる根拠の一つとして，各社が持っている，新聞倫理綱領（編集綱領），販売綱領，新聞広告倫理
綱，新聞広告掲載基準などといった，いわゆる倫理綱領がある。常陽新聞として綱領を作成したことはなく，代
わりに，一般社団法人日本新聞協会の倫理綱領を常陽新聞の基本方針とし，ガイドブックを社員に渡して読んで
もらっている。迷った時にはそこへ戻ろうと話している。
旧常陽新聞社がどうしていたかまでは把握しておらず，旧常陽新聞の倫理綱領を継承したのではない。
現在の企業業績
新聞業界は非常に閉鎖的な業界で，売り上げや営業利益などを公開しない慣習もあるようだ。各紙の公称発行
部数にも疑問が呈されている。『常陽新聞』は公称で4,000部である。
創刊時には目標を1万部としていたが，創刊から2年近く経ったが現状としては，まだそこまで届いていない。
現在の『常陽新聞』の場合は，旧常陽新聞が廃刊になって半年経過し，新会社の設立と新創刊は，読者が他紙に
乗り換えた後になった。読者は既に他紙を購読している人がほとんどで，常陽新聞は併読紙の位置づけだ。読者
を引き継げる状態だったなら，一定部数を確保してスタートできる可能性があったのかもしれないが，実際には，
部数ゼロからのスタートだった。小紙は2,080円，「もう一部とって下さい。」「他紙と取り替えませんか？」と
いう営業活動になるが，そうした拡張営業は大変難しい。ある程度の発行部数が出て発行部数に応じた広告がつ
いてこないと，新聞単体の経営は難しい。新聞事業への新規参入を考えた際に，事業開始から新聞事業単体で黒
字経営を成立させるのは相当困難ではないか。
新聞社は新聞事業を主業務に行わなければいけない，という固定観念があるかもしれない。しかし，ジャーナ
リズム活動によって得た社会からの信頼を基盤としたビジネスの展開によって，新聞事業より多くの収入を得て
も良いのではないか。信頼に応える形でならば，象徴的には，題号と社名は異なっていても良いのではないか。
ジャーナリズム機能を担う企業が維持されるためのビジネスモデルを構築することが，社会からの要請ではない
か。だとすれば，新聞事業がグループ内のメインでない一部門で，グループとしてジャーナリズム機能を維持さ
せるという考え方はあるだろう。
つくば市の位置づけ
「つくば」は国が主導してゼロから作った街なので，行政も含めて地元の人は街づくりの経験に乏しい。しか
し国が主導権を握った当初の街づくりは一回り整備サイクルが終わっていて，これからは地元が自ら街づくりを
担うべき段階に入ってきている。しかし元々自分たちが作ったものではないから，経験を持った人もあまりおら
ず，どうまとめていくかのプロセスが良く見えてこない。他方で，筑波大学があり関係者が数千人，研究所など
の関係者が約2万人いると言われている。教育水準も高い。外国人もたくさんいる。外国からの知名度も高い。
そういう環境を我が事としてまだ生かしきれていないように思える。
新聞に携わると実に多くの人に出会う。2年間で既に地元のビジネス界，行政，大学関係者，研究者，医師，
普通の市民，1,500人ほどに会った。そうするとぼんやりと町の課題が見えてくる。外から見るつくば市のイメ
ージと実際はずいぶん印象が違う。つくば市は6町村が合併してできた町で，今でも「旧何々町」という言い
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方が残っている。田舎の雰囲気が残っている。そういうことを全く知らないでこの町に来た。
東京の人が東京の視線で「日本の未来」を語ったりする。あたかも，都会＝日本のようだ。そうした話に以前
からリアリティのなさを感じていた。私は，ずっと東京で暮らし東京でしか働いたことがなかったから，やはり
リアリティがない。国や社会を考える時に，都会の視点しか持ち得ていないというのが自分の弱点だと思ってい
た。
都内では普通，住んでいる「区」と，働いている「区」は異なっている。そういう生活だと，区外に通勤して
いる働き手の多くは地域に関心を持たない。地域に関わる経験をしてみたいと思い，10年くらい前からチャン
スを探していた。しかし，そうそうチャンスはない。地域紙に関わるということは地域に触れる，チャレンジで
きるチャンスかもしれないと，漠然とだが思った。
「つくば市に居を構え，つくば市で仕事をする」感覚は以前の東京でのものとは非常に異なる。地元で活動す
る時間が増えるし，付き合う人も地元の人だ。住み始めて初めて，地元でのビジネスの意味を，身をもって実感
しつつある。そこで初めてリアリティを持って話ができるようになったのだと思う。
新聞事業と地域
新聞業界に参入するにあたり，この辺りのエリアで事業を展開するなら，つくば市が最適と思ってはいたが，
つくば市の可能性とかポテンシャルなどをそれほど明確に認識していた訳ではなく，ほぼ白紙の状態だった。参
入し事業を始めてから地域の事情を認識したと言って良い。こちらに来て実感したのは，地域のメディア，新聞
社は，地域との関わりなしでは成立しないということだ。街の様々な課題に関わらないで，イベントだけ取材掲
載するのであれば，『常陽新聞』に関心を持ってもらえないだろう。街自体を理解して，街の課題は何かを頭に
置かなければ上手くいかないのではないか。
事業を始める前に受けたインタビューで，「いま世界で何が起きているかよりも，身の回りで起こっているこ
とを取り上げていく方が，住民にとっては大事なはずだ」と答えている。その予想は結果として間違っていなか
ったと思っている。ただし，始める前にリアリティを持っていた訳ではなく，事業を始めてから改めて確認した
感じだ。
では，街の課題をすぐに記事にできるかといえば，そう簡単ではない。街の課題を取材するのはとても大変だ。
人員も充分とは言えない中で，紙面を埋めなければいけない。「難しいテーマを追うのは負担が大きい」と，記
者からいつも言われる。しかし柔らかい話ばかりで街の課題に目を向けないとしたら読者にも評価されないし，
そもそも事業を行う意味もないかもしれない。
地域ジャーナリズムとは？
私自身，ジャーナリズムという言葉は一度も使っていない。いまジャーナリズムという言葉から想起されるこ
とが「権力の監視」あるいは「批判的にものを見る」というイメージに固定されてしまっていて，「日々の記録」
というジャーナリズムの語源と違った意味で使われているのではないか。全国紙のインテリの記者が上から目線
で唱えているような印象がある。
社内で「それがジャーナリズムなんですか？」と尋ねられることもあるが，あえてジャーナリズムという言葉
を用いる必要はない。『常陽新聞』が実践していることは，実際の所「地域のジャーナリズム」なのだろうが，
「ジャーナリズム」という言葉を宛てたとたんに，「批判的に権力を監視する」となってしまう。
つくばでもデモは多く行われる。紙面にも掲載するが，そればかりが『常陽新聞』の仕事ではないと思ってい
る。もっとも，例えば原発の問題については，茨城県民は当事者で，福島第一原発事故の際は，福島県から何千
人と避難してきて，定住した人もおそらく数百人単位でいる。それは間違いなく「わが事」だ。
地元住民にとっての「わが事」こそ常陽新聞のテーマだ。国政，国際，外国のテロの問題などは，我々ではな
く大手メディアの仕事だと，社内で口を酸っぱくして言っている。
創刊から一番変わったのはその点だ。旧常陽新聞は自らを県紙と名乗っていたが，現在の『常陽新聞』は，対
象を「県南」そして「つくば土浦」へと，絞ってきている。県庁所在地の水戸でさえ，観光という点では関わ
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るが，主要なテーマではない。地元で起きている地元ならではの事柄を取り上げるのが『常陽新聞』の仕事であ
る。
この度の運動公園をめぐる住民投票の問題は，まさに，常陽新聞が取り上げるべきテーマだった。つくば市に
おける，つくば市の税金による計画だった。「わが事」の ・ど真ん中・の課題で，他のどのメディアよりも厚く
取り上げようと努力をした。
住民投票の報道方針
今回の住民投票については，「チャンとやろう」と話した。紙幅も記者のリソースも限られているので，住民
投票を重点的に取り上げれば，トレードオフで，他の何かの報道量が減る。しかし住民投票については，手薄な
面が出ても構わないので，運動公園計画問題を厚く報道するという方針を採った。
住民投票はこの地で10年か20年に一度というような大きな出来事なので，きちんと捉えて報道するのが，地
元地域紙に求められる役割と考えた。営業的に見ても，住民投票は住民が関心を持つテーマで，「このテーマは
『常陽新聞』が一番詳しい」という評判が広まれば，営業的にプラスになるという判断もあった。
ニュースの無料化と新聞ビジネスの狙い目
地域ジャーナリズムを担うビジネスを立ち上げる大きな決断ができたのは，逆説的だが，ネット業界にいたか
らかもしれない。ソフトバンクにいた時もコンテンツ事業に多く携わったし，独立後もIT企業のコンサルティ
ングなどを多く手がけた。
地域でのメディア展開への意識は，Yahoo!JAPANが誕生した時にる話かもしれない。情報がタダになり，
新聞に載っているニュースもタダで見られるようになった。それからもうずいぶん月日が経ち，タダで見られる
ものに金を払う人は奇特な人と言われ，だから新聞が傾いている。タダで見られる時代に3～4,000円を支払っ
て新聞講読してもらうのは難しい。
様々なニュースが並ぶYahoo!トピックスに求められているのは，一義的には「信頼」だ。私は無料のビジネ
スが元々あまり好きではなく，無料モデルがコンテンツビジネスを弱体化させ，ひいては世の中をダメにしかね
ないと考えている。なぜ三大紙がタダ同然でYahoo!トピックスに記事を提供してしまったのか？ 部数増に
がらないにもかかわらず，今更止めたくてももはや後に引けなくなっている。
新聞社配信の記事から得られる価値，その価値から派生する利益，双方の大半をYahoo!が獲得している。広
告に依存するビジネスは，それはそれで良いが，広告利益を第三者が吸収する事態では，コンテンツにコストを
かけられなくなってしまう。記者に給料を払えなくなる。給料を払えなくなれば，記者は減り，取材が適わなく
なり，記事が載らなくなる。これは破滅への道だ。
では全ての情報が無料で得られるかというと，そうではない。一つは日本経済新聞などの専門分野で，もう一
つが，広くあまねくばらまかれているのではなく，特定地域の人にとって必要とされている，ローカルニュー
スだ。この二つの領域は無料ではあまり得られない。
『常陽新聞』でも，無料か有料か真剣に検討した上で，正当な対価をもらって情報を提供することにした。た
だ理想はそこにあっても，『常陽新聞』購読料月2,080円（税抜き）を，安いと言ってくれる人もいるが高いと
言う人もいる。情報に対する価値観が無料に向かっているのは新聞だけの話ではなく，やむを得ない。電子版の
値段を下げているが，電子版がどこまで伸びるかどうかで，有料モデルでいけるかどうかが見極められるだろう。
2015年12月から，テレビ欄と全国ニュースをやめて，ページ数を減らして価格を下げる。外部からの購入記事
をやめて100％ローカル記事でいく。紙単独の購読料は1,500円に改訂する。
新常陽新聞社設立までの経緯
突然，地域紙を展開する常陽新聞社の設立を思いついたのではない。新聞業界については公表されている資料
を中心に勉強した。新聞業界は総体としては低落傾向だけれども，顕著なのは全国紙で，県紙は比較的踏みとど
まっていて，地域紙は松本『市民タイムス』のように発行部数を増やしている紙もあることが分かった。専門紙
と地域紙，二つのどちらが良いかと考え，最終的に，面白そうなのはローカルニュースだと思うに至った。専
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門分野には既に多くの業界紙がある。専門紙も経営が難しくなっていて，専門紙経営にも参入のビジネスチャン
スはあった。そこは分かれ目だったと思う。
様々に考えを巡らせている矢先に，旧常陽新聞が廃刊になった。これは一つのチャンスだと思った。ただ，未
経験の最初のプロジェクトでもあり事業規模としても小さかったため，他人の資本は入れずに手金で始めること
にした。
楜澤自身の経営判断で事業展開しているので，頑張ろうと思えば頑張れる。社長を楜澤が務めるかどうかも含
めて検討した所から始まっている。事業の成功に不可欠という判断で，つくば市内に引っ越した。つくば市内に
転居までしたということは，常陽新聞社の経営は，ファンドビジネスの性格ではないことの証である。
新聞業界の体質と新聞経営のあり方
新『常陽新聞』を立ち上げてまもなく2年間が経過する。新聞業界は業界として流動性が低い。新聞業界の業
務は，一種の特殊技能のように自己認識されている。実際に業務を分解して分析すると必ずしもそうではないの
だが，そういうセルフイメージがある。
また，新聞社は社歴が長くなってきていて，経営者も代替わりし，サラリーマン経営者が経営にあたっている
ケースが散見される。そこが松本市の『市民タイムス』や『上越タイムス』と違うところだろう。才覚ある人が
オーナー経営者として陣頭指揮に立っている社が成功している印象がある。
参考例としての松本『市民タイムス』
松本の『市民タイムス』には，常陽新聞を引き継ぐ前に相談に行った。
同社の新保力社長には「難しい。ただ上手くいくとすれば，あなたのような業界外の人だろう。相談には乗る」
と言って頂き，今でもアドバイスをもらう。新保社長は長野市の出身で，松本の人間ではない。30代で商売を
始めている。新聞事業は未経験だったが，広告関係から移って事業を始めている。松本の地域性だったら可能性
があると見込んだようだ。
長野は元々新聞の多い地域で，谷が多く，昔は谷毎に新聞の商圏があった。しかし松本に地域紙がなく，そこ
に目をつけて新聞事業を始めた。人口は増えていないのだろうが，ゼロから現在約67,000部まで部数を増やし
ている。松本市民の約半数が『市民タイムス』を読んでいると言われている。『市民タイムス』は，地域紙とし
てここ数十年で最大の成功例だろう。
『市民タイムス』の成功は，経営者の手腕が大きい。創刊時期もネット時代ではなかった。長野市との距離，
『信濃毎日新聞』との距離も理由だろう。わが町の新聞という意識がある。大きな記事が次々と掲載される紙面
ではない。地元の街ネタを丹念に拾っている。年配者が多い町で，お悔やみ情報が充実している。
『常陽新聞』の紙面では，街の課題を取り上げるニュースを充実させたい。つくば市は，古い地縁や血縁に頼
らないコミュニティを新しく作り直すタイミングにある。地域紙として壮大なテーマだ。『市民タイムス』の成
功例は『常陽新聞』に取り組むにあたって非常に大きく，地域紙に可能性があると思った。紙だけでも部数を伸
ばしているのだから，ネット，電子版，スマホ版を組み込んでいけば可能性は広がると思った。
「新聞」という固定観念からの脱却
しかし，現在『常陽新聞』は日曜を除き毎日朝刊を発行しているが，毎日でなければ本当にいけないのだろう
か？ あるいは，現在有料だが，本当に有料でやらなければいけないのだろうか？
毎日発行していることに関しては，記者クラブ加盟が認められるかという業界内の話はあるかもしれないが，
現行の方法だけが正しいのかどうかは分からない。旧常陽新聞の流れを引き継いだこともあり日刊で発行してい
るが，例えば速報性が重視されるニュースは，地元にはそれほど多くはない。だとしたら例えば発行を週一回に
することもあり得なくはない。無料のフリーペーパーにした方が広く伝わるという考えもある。現在のところフ
リーペーパーは，ハードニュースを扱わないビジネスモデルを採用しているが，ハードニュースに価値を見
いだす人がいるのであれば，そうしたビジネスもあり得ないとは言えない。現状のジャーナリズム機関が展開す
るビジネスの範囲に収まっている必然性はあるのかという問題意識を持っている。今までの新聞のビジネスモデ
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ルに拘泥する必要はないのではないか。
ジャーナリズム機能を維持するための他事業展開
つくば市は面白い動きのある地域なので，『常陽新聞』の地盤であるつくば市から，新事業や新会社を生み出
していきたい。常陽新聞として，地域で他事業を展開する可能性を感じている。
新事業を展開していく上で，新聞社のブランドは有益だ。地域での認知と信頼を維持し，展開する他事業が地
域のためになれば，また，地域への貢献が常陽新聞のブランド力を高める展開になれば良い循環が生まれたこと
になる。
そうした循環が直ちに発行部数の増加にがらないかもしれないが，事業を通じて地域にとけ込み認知を深め
ていければ良い。そういう目的で取り組み始めた段階である。
新しいメディアを生み出す条件
『常陽新聞』でのこれまでの2年弱の経験から，しかるべき準備をすれば，ゼロからでも新しいメディアを作
れることが分かった。
『常陽新聞』の題号を引き継いだことで，記者クラブに加盟しやすかったとか，広告を取りやすいとかの利点
があったのは確かである。また人員を引き継ぐことで，当初から新聞発行に必要な体制を組むことができたのも
大きなメリットではあった。『常陽新聞』での経験で，どのような人材でどのような陣容を組めば新しいメディ
アを作れるかという見当がつくようになった。全国紙のような非常に高いクオリティやボリュームを求めるので
なければ，一定のリソースと資金を確保できれば他の地域でも新しい地域メディアを作れるのではないか。
例えば，清水さんが勤務する昭和女子大学のある世田谷は人口が約88万人。人口が密集しているし，取材効
率がとても良い。取材効率が良ければより多くの記事を書ける。世田谷区で『常陽新聞』のモデルを適用したら，
有効に機能するのではないか。経験者が率いる市民記者のような形が考えられる。新聞経験者のデスクも一人い
れば良いだろう。3人程度のミニマムな体制からスタートしても良い。毎日発行しなくても良い。世田谷区全体
でなく，三軒茶屋といったエリアに絞っても良い。ただし対象エリアの地域情報だけはキッチリカバーする。区
政に絡むこと，三軒茶屋で起こることは全て掲載する。3人で週一日から始めようとか，あとは有料モデルか無
料モデルかを決める。もう一つは広告で，地元の広告を地元の人に届けるコンセプトを採る。地元の店は例えば
飲食店などは狭ければ狭いほど喜ぶ。新聞の折り込みチラシに近い形でコストをカバーできるのであれば，数人
で新メディアを立ち上げられる。
ミニマムスタートでも，特に有料にするのであれば，イベント情報だけでは失敗する。地元の課題を考えて
いる人の視点，行政に対するスタンスが必要で，それがなければ既にフリーマガジンなら他にいくらでもあるの
だからビジネス展開する意味もないだろう。新聞と名乗るのであれば，地元の課題，税金の使い道，交差点の事
故など，待機児童，地域の課題を掲載するのが役割だろう。地域メディアの役割を突き詰めるところに勝機があ
り，紙かネットか，有料か無料かは二の次で，伝え続けるためのビジネスモデルができさえすれば良い。『常陽
新聞』はいまのところ従来の新聞のスタイルの延長線上でやっているが，従来の新聞の形に拘泥する必要はない
だろう。
形式としての「日刊の新聞」には，記者クラブへの加盟が認められる，官公庁からの通達が広告として流れて
くる，などの特権があるが，新聞は本来隔日刊，週刊など自由な形をとれるものだ。既に記者クラブも垣根が低
くなり，特権ではなくなってきている。『常陽新聞』にも将来的にはその可能性はある。
地域のジャーナリズム機能を支えるためのビジネスモデルの可能性は様々にある。よりたくさんの人に見ても
らうというのが原点だろう。地域メディアとしての機能さえ見失わなければ，「新聞」という言葉は・機能・とし
て捉えるべきではないか。 （以上）
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資料2
常陽新聞 松本裕樹デスクへのインタビュー
（インタビュー実施日:2015年11月26日 聞き手:鈴木賀津彦，清水 真）
松本裕樹氏の経歴
滋賀県信楽町出身，茨城県取手市育ち，1985年に茨城新聞社入社。デスク補助，校閲，司法（警察担当），経
済，県政を経て，つくば支社には7年ほど在籍，当時の市長が選挙買収容疑で逮捕された事件を取材した。その
後本社整理部を6年ほど務め，整理部デスクになった。さらに報道部デスクを3年，担当は経済と県南県西だ
った。茨城新聞社として最後はネット部門を統括するメディア事業部の責任者だった。
茨城新聞労組組合員として同労組の執行委員長や新聞研究部長，新聞労連中央執行員（関東選出，地方紙担当），
茨城マスコミ共闘会議議長を務めた。同議長時代は，経営困難に陥っていた『新いばらきタイムス』の労組支援
にも取り組んだ（常陽新聞の労組にも共闘や支援を申し入れたが断られた）。
メディア事業部在籍当時は，twitterやmixiなどSNSに強い関心を持った。早くからネットに注目していた
埼玉新聞の人に参加を勧められ新聞業界のネット担当者で作る「マルチメディアネットワーク（MMN）」に
参加した。全国で唯一，民間テレビ局のない茨城ならではなのか，東日本大震災の際は，災害関連情報発信ツー
ルとして茨城新聞社ツイッターが注目を浴びた。
地方紙への関心
地域メディアに関心があり「都道府県単位に発行エリアを合わせた新聞」に強い疑問を持っていた。
茨城県にはかつて，『茨城新聞』『常陽新聞』『新いばらきタイムス』の三つの地方紙が，いずれも「県紙」を
名乗って，全県範囲に記者を配置していた。茨城県は，県庁所在地の水戸の求心力もそれほどなく，「県紙」を
成り立たせるのは極めて難しいと思っていた。廃刊間近の頃の『新いばらきタイムス』には「水戸に特化した新
聞にしたら」という話も出ていたし，旧常陽新聞も「県紙」に拘り続けていた。茨城新聞も近年，経営状態が常
に芳しくない。
そうした実情から，そもそも茨城県で「県紙」が成り立つのか疑問に思ってきた。地域（コミュニティ）を基
盤にし，ネットなども使ったメディアができないものだろうかと考えていた。
メディア事業部長になった時に，ネット上でそれぞれの地域の記事を集めたポータルサイト的な試みをしたい
と思った。
東日本大震災と『大みらい新聞』
『茨城新聞』に27年間在籍して，震災発生の翌年5月に一身上の都合で退職した。退職予定であることをフェ
イスブックに投稿したところ，MMNの会合で知り合って「友達」になっていた藤代裕之さん（日本ジャーナ
リスト教育センター代表運営委員，現法政大准教授）から「被災地にメディアを作りたい」と声がかかった。
当初は大に引っ越すつもりはなかったのだが，水戸から何度も被災地と往復して，続けるためには本腰を入れ
ないと，と判断し引っ越した。元々，よりコミュニティに近いメディアに関心があったし，被災地の役にも立ち
たいと思った。
大での活動:『大みらい新聞』
『大みらい新聞』を立ち上げた。しかし，既に地元の人による『大新聞』が創刊間近であるという情報は
事前に得ていなかった。『大新聞』とは競合しないように活動しつつも，地元の人たちには混同されていたか
もしれない。
『大みらい新聞』は月刊だったが，新聞発行とともに力を入れていたのが，もう一人の学生スタッフと全ての
仮設住宅を訪問して被災者に情報発信を学んでもらう教室だった。情報発信のきっかけとしてデジカメ教室を頻
繁に開いた。デジカメで撮ってもらった写真を集めて「大の宝箱 https:/readyfor.jp/projects/takarabako」
というイベントを大だけでなく，都内や横浜で開いた。
『大みらい新聞』は助成金で成り立っていた活動で，情報発信も見える形として成果がはっきりするもので
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はないため，ビジネスモデルとしては厳しいところがあった。クラウドファンディングからの支援も頂いたが，
資金的に長くは続かなかった。
大だけでメディアビジネスを成り立たせるのは難しいと考え，『大みらい新聞』に関わっていた釜石市民
と大町民が理事となり，一般社団法人三陸かもめ通信社を立ち上げ代表になった。大だけでなく，釜石市や
山田町を発行エリアとする1部500円の月刊誌『月刊三陸かもめ』を2013年秋に創刊し，地元の話題を特集し
た。3市町の各書店や公式サイト，イベントなどで販売した。
『月刊三陸かもめ』は，山田町北隣にある宮古市の月刊誌をモデルにし，視察した。3市町の合計人口は宮古
市のそれとほぼ同規模で，採算的に成り立つ可能性があると考えたが，思うように売り上げが伸びず2014年3
月の第6号をもって休刊した。
大から『常陽新聞』へ
2014年5月に茨城県つくば市に戻ってきた。
2013年廃刊となった『常陽新聞』が新しい出資者の元で，題字と旧社の一部スタッフを引き継いで「新創刊」
し，人材を求めていたことはネットを通じて知っていた。ソフトバンク出身の新しいオーナーが始めるとのこと
で，強い関心を持っていた。『茨城新聞』つくば支社記者時代（約20年前），共につくば市政などを取材した『常
陽新聞』記者だった知人から「人手が足りない。誰か紹介してほしい」と連絡を受けたこともあった。
新『常陽新聞』には2014年5月に入社し，当初は整理担当だった。
『常陽新聞』の編集体制
つくば土浦への地域密着を一層強めようと，2015年12月の紙面刷新で，毎日新聞から配信を受けていた国
内外のニュースや，地元ラジオ局以外のテレビ番組表を廃止して8頁建て（それまでは基本12頁建て）にし値
下げした。
2016年1月現在，デスクは2人制で，常勤記者は6人で，うち新創刊以降に入社した記者1人。5人は旧社か
らの記者だ。常勤記者の役割はつくば担当1人，土浦担当3人，スポーツ担当1人。常勤記者のほかに，記事単
位で契約している「特約記者」がつくば在住女性を中心に10人ほどいる。残念ながら，土浦在住の土浦担当記
者はいない。つくば担当記者でつくば在住は1人だ。つくばは地価も家賃も高く，記者社員が親元を離れ転入
するのは難しい面もある。
取材過程で，事実上，キャップ的な存在はいない。領域や方面で役割分担はあるが，デスク機能も弱い。記事
は1人で書き，署名記事となる。記事出稿はメールでのやり取りである。
紙面担当デスク1人が翌日の紙面構成を決める。編集会議は特に開いていない。翌日の紙面内容を社内に周知
するタイミングは夕方5時頃で，取材記者や整理記者にメールなどで行う。その日の出稿予定は昼すぎ，取材記
者がデスク宛にメールで送る。取材予定はGoogleカレンダーで共有する。
松本氏の業務形態
紙面全体の統括と企画面デスク業務とネット担当を兼務している。入社後は整理を担当し電子部門への注力を
計画していたが，2014年12月に，それまでのデスクが倒れてしまい，急遽整理を離れてデスク専属となった。
最初の計画では，整理を担当しつつネット展開をするという狙いだったのだが，デスクを担当し始めた。
2015年3月にスマホ版を開始した。創刊にあたり紙面イメージを閲覧するためのタブレットを配布していた
が，紙とマーケットが違っていた。スマホ版読者を如何に伸ばすか，難しいところがある。
現在，もう一人のデスクが生ニュースをチェックしている。私はネットも担当しているので，企画や連載，特
約記者も出稿する「ひと」欄のチェックを担当する。デスクは記者に取材の方向性を指示したりすることはなく，
「原稿足りない。何かないか」という雰囲気。
記者クラブ編集綱領について
つくば市政記者会をはじめとして，土浦，竜ヶ崎，取手の記者クラブに加入している。つくば市政記者会では，
ある社が反対したため，全会一致制のため加入できなかったが，その後，3分の2以上の賛成可決に変えること
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を全会一致で決め加入が承認された。議決規則の変更にはその社も反対しなかったと聞いている。一般的に，記
者クラブへの新規加入では，競合県紙が反対することがある。かつて『茨城新聞』が『新いばらきタイムス』の
記者クラブ加入に反対したことがあった。しかしこの度はそういうことではなく，『常陽新聞』は市政記者クラ
ブでは幹事も務めている。私は，記者クラブは便利だが，地域メディアとしては特に入らなくても良いと思って
いる。
『常陽新聞』では編集綱領を作成しておらず，特に意識はしていない。
『常陽新聞』の方向性
「常陽」とは，ほぼ茨城全域を指し示す地名「常陸」の別名である。私が来た時に『常陽新聞』は「茨城県南
の地域紙」を名乗っていた。しかし「県南」も，まとまりのあるコミュニティではない。つくば市だけをとって
も，市役所がある研究学園地区だけ繁栄している状況で，筑波山麓などは寂れている。つくばエリアだけでも地
域の課題全体に目配りするのは相当大変だ。つくば市だけでも相当広いのに土浦もある。
「地域紙」としては，つくば土浦に情報内容やエリアを特化した方が良い。極端に言えば，つくばか土浦の
どちらかでも良い。地域に密着する意味でも，自分たちの意識を変える意味でも，例えば『つくば新聞』あるい
は『土浦新聞』とする方が，「ウチの地域の新聞」というアイデンティティがはっきりする。
社内の思いは様々だ。楜澤社長や私はつくば土浦への特化に舵を切りたい。私はつくば版と土浦版で分離し
ても良いくらいに考えている。旧常陽新聞からの記者たちは「県域」への思いがまだ強いのではないか。
旧常陽新聞との継続性:従来型の取材方法
旧社出身の記者には，かつての県紙感覚＝従来型の新聞観が残っていて，記者クラブに基づいたネットワーク
を活用した取材をし記事を作成する。地域紙として，地盤とするつくば市土浦市に関するニュースは，福祉
教育経済治安など，もれなくフォローすべきだと思う。つくば市では，開発の光と陰とか，人口急増による
学校不足問題なども起こっている。全国紙の報道は，つくば市にやってきて面白そうなネタをつまみ食い的にポ
ンポンと書いていくもので，地域を継続的にフォローしている訳ではない。地域紙を名乗るのであれば，様々な
側面から地域について報道しなければならない。
つくば市にはフリーペーパーがたくさんありイベント紹介メディアはたくさんある。『常陽新聞』はスポンサ
ーをとって，PRを書くメディアではない。それなのにイベント記事が多くなったり，地域経済の内容が薄いと
外部から指摘されたりする。人手不足の中で効率よく紙面を埋めることに注意が奪われてしまっている。
運動公園の住民投票
総合運動公園計画をめぐる『常陽新聞』の報道は早かった訳ではない。運動公園計画に関して，まず社内で色々
議論があった。
住民投票を呼びかけているのは偏った人々で，一部の党派の人で選挙絡みの動きなので，それほど取り上げる
必要はないという意見もあった。社長は賛否バランスをとった報道を考え，熱心に主張したので手厚く報道する
ことになった。
住民投票前に市内20カ所で市が主催した懇談会（説明会）の取材は手分けしてほぼ全部を取材できたが，最
初と最後の会合だけで良いという声があった。私は「全部取材する」と主張した。結果として，住民投票の報道
量は他紙と比べても圧倒的に厚くなった。懇談会では市長の暴言（本音）が出たり，運営方法の穴が見えたりし
た。
つくば在住で常勤の女性記者（当時，現在は特約記者）に運動公園取材の本筋を任せ，特約記者の全面的な協
力を得て懇談会を密着取材できた。ほぼ女性だけで運動公園紙面を作った感じもある。
特約記者の活躍と，元職業記者の役割
特約記者の経歴は色々だ。元地方紙記者，元全国紙記者もいるし，取材は全くと言って良いほど初めてという
人もいた。元全国紙記者は2015年11月まで常勤だったが，子育てを理由に特約記者となった。
特約記者にはつくば市在住の主婦が多い。従来型感覚の記者ではなく，当事者意識を持っている特約記者の取
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材が生きた。地元の女性である特約記者の熱心さと活躍が一番大きく，住民投票取材は特約記者に背を押されて
いた感じもある。
特約記者たちは，地元住民として，地域に心をかけ，情報もたくさん持っている。一部の党派だけが主張する
問題ということではなく「運動公園計画はおかしい」と市民感覚で思ったようだ。「広いつくば市の北部に何百
億円もかける運動公園が本当に必要なのか？」費用が多額すぎ，予定地にも疑問があり，予定地のすぐそばに市
長が経営する病院があるなど，問題の構図は分かりやすかった。
あまり市民活動を取材した経験がない一部記者は，市長や市政との距離が近すぎて，問題点がよく分からなか
ったのではないか。
重要なイシューでの特約記者への指導:プロのデスクの役割
特約記者には市民感覚的に書いてもらった。懇談会を取材する前に，担当する記者に集まってもらい，相談し
ながら報道した。表現に問題があると思われた記事は本人の了解を得て記事を直し，取材が足らない場合は，再
取材をお願いした。反対派住民に感情移入してしまった表現の強い記事も出稿されたが，手直しした。確認が足
りず誤報も一部あり，市担当者から抗議を受けたが，即座に謝罪し，訂正文を掲載した。懇談会は賛否両派が感
情的にやり合う場面もあった。住民の質問とそれに対する市長，反対団体代表の各回答について，会場で録音し
てもらい，メモとして出してもらった。その内容を紙面で詳しく伝えた。市民記者の皆さんにとっては大変な苦
労だったと思う。
私のこれまでの記者やデスク経験が住民投票報道に生かされたと言えば，そうかもしれない。私の司会で，取
材した記者を集めた座談会も開き紙面化した（2015年7月15日20日付）。
住民投票は，投票率こそ50％いかなかったが，結果は反対が8割となった。結果を見ると，懇談会を詳細に
手厚く報道して良かったと思う。そうでなければ，地域紙としての価値を失っていただろう。
『常陽新聞』は，小さい地域紙としては地域の最大の課題住民投票をよく乗り切ったと思う。住民投票は，
一歩間違えば，レッテルを貼られかねないデリケートなイシューだった。
住民投票取材の現場
古い新聞観を持っていた記者は，住民投票を政局として捉えていた。私としては，住民投票のきっかけがたと
え政局であったとしても，市民全体に賛否の問いかけがあったのだから，地域紙としては詳しく報道すべきだと
思う。
住民投票の取材報道で留意した点として，社長は賛否のバランスをとるよう指示していた。しかし賛成の意見
を探すのには苦労した。賛成意見を新聞に語ってくれる人はなかなかいなかった。半々のバランスにするのには
苦労した。ある日に反対派の人を掲載したら，次の日には賛成派の人を載せるようにした。交互に載せるとか。
記者たちは，紙面に出てくれる賛成派の人を探すのに苦労した。反対派のインタビューが続いたことがあって，
賛成派が出にくいことを心配したことはあった。
社長は地域紙として賛否のバランスにとても配慮していた。
市民からは「よく伝えてくれてありがとう」と言われたり，次の取材の際に「ああ，『常陽新聞』さん」と好
意的にあいさつをしてくれたりすることがあった。いつもは乏しい読者投稿も運動公園で数件あり，市長が事実
上経営する「いちはら病院」内部で賛成者名簿を集めるよう総務課長が職員に指示しているとの「内部告発」も
受け紙面化でき，議会で問題になるなど反響を呼んだ。
住民投票後
運動公園計画に関する住民投票が終わり，現在大きなネタがない。住民投票のような分かりやすく一時的な大
テーマでなく，継続的に取材の必要なテーマは何か，社内で議論している。つくば市の喫緊の問題は教育だが，
それなりの基礎知識がないと記事にできない。記者の能力が問われている。
土浦は商業が衰退しているので，街の活性化を応援したいのだが，土浦に住んでいる記者がいない。地域紙は
やはり，そこに住んでいないと弱いと思う。
（しみず まこと 現代教養学科）
（すずき かつひこ 現代ビジネス研究所）
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運動公園住民投票の後，取材がしにくくなったということはない。一時，市役所の直接の担当者への直接取材
ではなく，広報を通すように言われたことはあったが，取材拒否などはなく，支障が出るようなことはなかった。
ビジネスとジャーナリズム
住民投票報道を通じて『常陽新聞』のプレゼンスが高まり，「懇談会の様子が詳しく載っている『常陽新聞』
を読もう」という声は，twitter，facebook，ブログなどを通じて伝わってきた。発行部数が急激に増えること
はなかったが，住民投票の特集が掲載された時には，『常陽新聞』を買ってくれる人が感じられた。
つくば市には既に，フリーペーパーを含め様々なメディアがある。競争は大変激しいが，住民投票の結果を振
り返ると，地域を真面目に考えている人が多くいるということを捉えれば，地域の課題を取り上げる「地域ジャ
ーナリズム」としてマネタイズにがる可能性はあるのではないか。もっとも，悪い意味での何でもありの「地
域密着」はよくない。「地域のことを一生懸命考えている」という姿勢が信頼にがると思う。
現状ではまだ，発表記事，効率的な取材に偏っているので，その点を抜け出せればと考えている。広告のあり
方も考えて良いのかもしれないし，読者対象マーケットを固めて，広告のない新聞を作ってみることもあり得
るかもしれない。
電子版について
現在の『常陽新聞』は，ネット部門もまだまだ弱い。ネット向けの独自コンテンツを制作している訳ではなく
て，紙面制作の後にコピペをしている段階だ。ただ速報性に関しては，競合他紙を地域レベルで見れば，本紙配
達後にネット掲載をしているだろうが，『常陽新聞』では翌日紙面を降版後の21時から順次，スマホ版で公開し
ている。事件事故も，警察から情報が入れば，電子担当が記事を制作してネット速報している。読者との双方向
性については，サイトに掲示板を作るとか，やりたいことはたくさんあるが，手が回らないのが現状だ。速報性
と地域の課題を深掘りすることが両立するものなのか分からないが，いずれにしてもネット版にもっと注力して
速報性を高めたい。
現場の課題
2016年11月に市長選と市議選がある。つくば市にとっても『常陽新聞』にとっても正念場だと思う。運動公
園の動きを考慮すると，市長選や市議選に絡み，新しい動きが出てくるかもしれない。市民の意識が芽生えたの
かもしれない。つくば市はベッドタウンなので地元意識が低かったのだが，土地や家を買った研究者らが定年退
職し，地元意識が高まっているような感触がある。しかしつくば市は国策による都市でもあり，街を自分たちで
作ったという意識は低い。それでも新しい住民が，コミュニティーを作ろうとしているのではないか。高学歴者
も多いので，そういう人に読んでもらえるように品質を高めたい。
より細かく地域に目配りできるメディアになるのか。あるいは教育問題など，テーマを絞り込んで特化するか。
つまみ食い的ニュース報道では市民の支持を得られない。取材者が自分の関心だけを取材した記事の「寄せ集め」
のようなテーマのない新聞にはしたくない。古い新聞観によって，予算編成の記事など，市民にとって分かりに
くい紙面になってしまうこともある。それでは市の広報と変わらない。
『常陽新聞』を，情報を伝えるだけではなく，言論の場にもしたい。「この問題，皆さんどう思いますか？」と
問いかける，身近なメディアになりたい。そのために，新聞としての文体，表記の問題など，『常陽新聞』の記事
自体の質を高めたい。記者との話し合いを増やしたいし，写真技術なども高めたい。新しい考えの人材も欲しい。
私個人としては，『常陽新聞』を地域メディアの実験場として捉えている。紙を毎日発行するのは本当に大変
な業務システムなので，紙媒体の発行にこだわりはない。ネットなら紙面を無理に埋めることに縛られない。
NPO法人形式で地域メディアを作ったらどうだろう？ 調査報道だけするメディアはどうだろう？ 新しい地
域メディアでもっと先鋭的に試みたい。 （以上）
